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技術進歩とレオンテイェフ逆説（Part4）
　　　　　　　　　　　技術進歩とは何か
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第1節　序
　私は、このシリーズ物の諸論文で「技術の貿易パートナー間格差がレオンティエフ逆説
を解く鍵になる」という仮説を繰り返し強調してきた。そして、この仮説の妥当性に対す
る信頼をさらに深めた。たとえば、比較的最近発表されたStehrer－Worz（2003）でもこの
仮説が支持されている。一方、古くは、Harrod（1949）が比較優位の決定因として技術
進歩を強調していた。もっとさかのぼれば、18ユ7年に出版された『経済学及び課税の原
理』の中でリカードは、比較優位理論を確立した。彼は、比較優位の源泉を技術の国際間
格差だと（インプリシットに）考えていたといえるだろう■。
　本稿では、技術進歩という概念そのものを少し詳しく分析したい。技術進歩という概念
がいつごろ誰によって提示されたかは必ずしも明確でない。アダム・スミスの『諸国民の
富』（1776）や、カール・マルクスの『資本論」（第1巻1867、第2巻1885、第3巻1894）
などにも萌芽があるといわれている。経済学が「陰欝な科学」と呼ばれるきっかけはマル
サスの『人口論』（1798）であるが、「貧困の罠」から抜け出す鍵が、技術進歩であること
はよく知られている2〕。さらに、シュンペーターの『経済発展の理論』（1929）で提示され
た「創造的破壊」茗〕という概念は技術進歩を意味すると考えられる。
1）天野（1964）の第15章及び天野（1981）の第2章を参照。なお、小宮・天野（1972）の第4章は、
入門レベルの参考になる。ちなみに、同書の巻末の参考文献リストは、古いとはいえ今日でも有用と
思われる。
2）マルサスは、人口は幾何級数的に増加するのに対し、食料の生産量は算術的にしか増加しないの
で、人口の増加率は生存に必要な最低限の生活水準（1人当たりの食料摂取水準）という天井に張り
付いた状態で推移するという「陰饗な」予言をした。彼のアイディアの背景にあるのは、収穫逓減の
法則である。マルサスの時代は、産業といえば農業がほとんどだった。農業で使われる生産要素は土
地と労働がほとんどである。土地の面積を増やすのは難しいので、一定の土地に投入する労働だけが
増加することになる。これはまさに収穫逓減の法則が働く状況である。縦軸に生産量、横軸に労働投
入をとれば、曲線は右上がりだが、その勾配は次第に緩やかになる。同じ曲線の上を動いている限り
「貧困の罠」から抜け出せない。勘線自体を上方にシフトさせる必要があ私これこそ技術進歩に他
ならない。
3）シュンペーターにとって「創造的破壊（cre出ve　distructu㎝）」は、資本主義そのものであり、革
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　以下、第2節では、技術進歩という概念の経済学における位置付けを行う。第3節では
技術進歩という言葉の「意味論」（Semanhcs）を展開したい。経済学（おそらく他の分野
でも同様であろうが）では、言葉あるいは概念の定義があいまいなまま議論や論争がどん
どん進んでしまうことがしばしばある。それによって論争が不毛になることが多い。した
がって、意味論をもっと積極的に論議する意義は、一般に考えられているより大きいと思
われる引。第4節では、第1節～第3節での分析をまとめて、より体系的な「技術進歩論」
の「序説」を簡単に提示しよう。第5節で結論を述べて本稿を締めくくる。読者の便宜を
考えてAppendixで文献案内を行う。
第2節　経済学における技術進歩の位置づけ
　2．1　生産の理論
　経済学において想定される2大経済主体は生産者としての企業と、消費者としての家計
である。このうち生産者行動の理論の中核は「生産の理論」と呼ばれる。それはやがて
「生産関数の理論」として発達した。技術進歩の分析の中には生産関数を（インプリシッ
トにも）前提にしないものもある。しかし、技術進歩分析の圧倒的多数は生産関数論の発
展の延長と捉えて間違いないだろう。生産関数論のパイオニアは、1928年に発表された
C．W．CobbとP．H．Doug1asの共同論文であっれこれはある意味で非常に興味深い。何
故かといえば、後にDougIasが回想しているように、生産関数を実測するという考え方
は、1928年当時ほとんど理解されていなかったからである5：。
　生産関数論にたいするもう一つの貢献は、Leontief（1936），（1941）が提示した産業連
関分析における固定投入係数の生産関数である。Leontief自身は、生産関数を技術的性格
の強いものと考えていた。この点で、コブ・ダグラス生産関数とは同列に論じられない。
　1961年にArrow，Chenery，Minhas，SolowによってConstantElasticityofSubstitution
　新（ImoVati㎝）なき資本主義はありえない。
4）経済学における「意味論」に関する名著として、Machlup（1963）がある一991年にぺ一パー・バ
　ック版が出版され、現在でも入手可能である。同書の序章で、マルサスの言葉が引用されている（p．
　3）。以下は筆者の意訳と編集である。「経済学における論争の主要な原因の一つは論者の間で同じ言
　葉の定義が異なるためである」（詳細はMalthus（1827）D2伽倣o閉∫〃Po舳cσ1Eω〃o〃、London：
　JohnMu岬．参照）。なお、ぺ一パー・バック版には新たに、6本の論文が追加されている。
5〕彼は次のように述べている（Doug1as（1967）pp．17－18を参照。以下は・辻村・黒田（1974）p．107
　の訳から引用している）。「私共の論文は、非常に敵対的な扱いをうけ、発表後数年というもの、全く
　厳しい批判を浴びせられました。私共の試みを評価してくれた人は誰一人居なかったし、そして一
　方、批判は各方面から寄せられました。新古典派経済学者は、彼らが抽象的に“想定不可能なもの”
　としてきた理論を数量化しようとした私共の試みに苛立ちを禁じえませんでしたし、また制度派経済
　学者は、彼らが本質的に無秩序なものと考えていた分野に、誰かが法則性を見出そうとすることに怒
　りを示しました。当時少数でしたが、計量学者達は、彼らが構築しようとした、もっと厳密なモデル
　こそ数量化の意義があるのに1と私共の試みに落胆いたしました。そして、統計学者は、このラフな
　系列から、諸変数間の相互の意味づけや関連をよみとろうとする私共の試みを非常に不快にさえおも
　っていました。」
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（CES）生産関数が提示された。これは、コブ・ダグラス型とレオンティエフ型を特殊ケ
ースとして含むより一般的な関数型である。さらに、代替の弾カ性一定（CES）という仮
定を緩めたVariableE1astici蚊ofSubstitution（VES）生産関数が登場し、やがて、トラン
ス・ログを始めとするフレキシブル関数型に発展していく。
　技術進歩の分析は、理論的なものであれ、実証的なものであれ、上記のような生産関数
論の発達の影響を強く受けてきた。
　2．2　経済成長論
　技術進歩の研究は、経済成長論の発展という文脈のなかで急速に進んだ。経済成長論は
第2次世界大戦直後の50年代に最初のブームが起こった。最初に登場したのは、ハロッ
ド・ドーマーモデルである・このモデルでは、いわゆるナイフ・エッジ問題が取り上げら
れ、経済成長経路の不安定性が指摘された。このような見方は、「資本主義経済は、終戦
と共に長期的停滞に陥るのではないか」という当時の悲観論を反映しているといえるだろ
う。しかし、この悲観論は、60年代にほとんどの工業国が、想像を趨える高成長をとげ
たことにより誤りであることが明らかになった。しかし、70年代に入り、2度の石油危機
を契機に日本を含む多くの工業国で経済成長率が大幅に落ち込むと、経済成長論は下火に
なった。最近になって成長論の「ルネッサンス」が見られるのは興味深い。
　もうひとついえることは、ハロッド・ドーマーモデルが、価格メカニズムの限界を指摘
したケインズ経済学の動学化であったことである。ケインズ経済学の影響力は、両大戦間
の世界的な大不況時代に最も強かった。戦後も1960年代の末頃まではケインズ派が経済
学会で支配的であった。ただし、それはサミュエルソンに代表されるような「新古典派総
合」の立場であり、ハロッドやジョーン・ロビンソン等に代表されるような「ポスト・ケ
インジアン」の立場とは大きくかけ離れていた。経済理論の世界でソロー・スワンの新古
典派の成長論がハロッド・ドーマーモデルよりも支配的になったことは、このような時代
背景と無関係とは思われない。
　経済成長という言葉は日常会話でも使われるが、経済学の専門用語でもある。経済学に
おける経済成長の定義は、「1人当たりGDP刮が継続的に上昇する現象」といってよいだ
ろう。GDPは短期的に変動する（普通景気循環ないし景気変動と呼ばれる）。同時にかな
り長期的トレンドを持つ事も知られている。「継続的」とか「長期的」とは具体的にどの
程度の期間（たとえば4半期、1年、10年等）を意味するかを決めることは無理である。
しかし、トレンドがあることに疑いの余地はない。経済成長率は普通1年間のGDPの増
6）　最近では、1国の経済規模を図る尺度として、GNP（国民総生産）に代わり、GDP（国内総生産〕
　を使用することが憤例になっている。日本と米国は1991年からGDPへの転換が行われた。その理由
　としては、経済の国際化・グローバル化を反映して国境を越えた要素所得の流出入が飛躍的に増えて
　いる事が重要だろう。
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加率を意味することが多い。その場合、経済成長と景気変動の区別がつかなくなる。本稿
では、上記のように、経済成長とは景気循環を超えたトレンドと定義する7〕。
　これに対し、経済発展という概念は、経済成長と同義語として使われることもある。し
かし、一般的にいえば、経済成長が、単に1人当たりGDPの量的増加を意味するのに対
し、経済発展は産業構造や生活の形態等の質的な変化も含めるより広い概念と捉えるのが
慣例になっているといってよいだろう。
　1990年代の日本経済は「失われた10年」といわれている。それでも、10年問の平均実
質成長率は約1％である。ところがそもそも経済成長という現象は、長い人類の歴史の中
では、むしろ例外的なのである。たとえば、紀元1000年から1700年までの間、限られた
地域で限られた期問若干の成長が見られたものの、世界全体として成長率はほぼゼロ％で
あった。英国では、1086年から1688年の問1人当たりGDPの成長率は0．3％であった。と
ころが、18世紀末の20年間では、1．3％に上昇した。これは、当時英国で始まった産業革
命が経済成長の起源と考えられる一つの根拠である君〕。クズネッツは、これをr近代経済
成長」と呼んだ。
　さらに、第2次世界大戦後は、世界的に経済成長率が加速化した。日本は1955年あたり
から（第1次石油危機が起こる）1973年まで実質年率10％という驚異的な高度成長を遂
げ、後にアジアNIESや、アセアン諸国、中国などでも日本をしのぐような高成長を遂げ
た。これらは、長い人類の歴史、「近代経済成長」や戦後の「加速」から見ても明らかに
「異常」な現象といえる。注意すべきなのは、「近代経済成長」ですら、それが達成された
のは、北米の米国とカナダ、（旧）西欧、日本と」部のアジア諾国に限られており、経済
成長率と1人当たりのGDPの水準に国際問格差が著しく、この格差が縮小する傾向があ
るかどうかさえ明確になっていないことである。
2．3　成長会計論
技術進歩の分析が盛んになるきっかけは、So1ow（1957）の実証分析において、労働生
7）　ひとくちに景気循環といっても、「コンドラチェフの波」（40～50年）、「クズネッツの波」（15年～
　25年）、「ジュグラーの波」（7～10年）、「キチンの波」（40ヶ月前後）などがあり、景気循環＝短期、
　経済成長三長期とはいえない。また最近の時系列分析の目覚しい発展により、従来「景気循環」と認
　識されていた現象が循環とみなせないという議論もある。
8）　経済成長率の「マジック」は複利計算に基づく。年率が0．ユ％から1％と1O倍になっても100年後
　の倍率は、1．6ポイント程しか増えない。しかし、年率が1％から10％と1O倍になると、何と1万ポ
　イント以上増える。下記の表を参照されたい。
　　　成長率　　倍率　　　成長率　　倍率　　成長率　　倍率
　　　　O．1　　　　　1．11　　　　　　　4　　　　　50．51　　　　　8　　　　2199．76
　　　　1　　　　　2．72　　　　　　　5　　　　　131．30　　　　　9　　　　5529．04
　　　　2　　　　　　7．25　　　　　　　　6　　　　　339．31　　　　10　　　　13780．61
　　　　319．22　7867．72
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産性向上の源泉として資本蓄積の役割が意外に小さく、技術進歩の役割が非常に大きいこ
とが明らかにされたことにあろう9〕。これをきっかけに様々な議論が生まれた。
　その論議の発展方向として、大きく2つの流れがあった。一つは、ソローのいうr技術
進歩」とは総生産量増大のうち労働と資本の投入増加では「説明」されない「残差」であ
って、（いささか下品な表現をすれば「ゴミ箱」といえなくもない）それを全て「技術進
歩」とみなすのは適切でないという考え方である。これが、成長会計（Growth　Ac－
coun廿ng）論となった。Accountingという言葉には「会計」という意味とともに「・…・・を
説明する」という意味もある。つまり、成長会計論は技術進歩の中身を様々に分解してし
らべるという考え方である。
　もう一つは、技術進歩を資本・労働投入の増加と分離して論ずることに対する疑問で、
技術進歩の発生メカニズムに迫ろうという流れである。これは、ソロー自身が始めた「ビ
ンテージ・アプローチ」、カルドアのr技術進歩関数アプローチ」、ケネディーやワイゼッ
カーらのInduced　technical　change（誘発的技術進歩）アプローチに受け継がれた。最近
の経済成長論の「ルネッサンス」の中では、Endogenous　technical　change（内生的技術進
歩）の考え方が出てきている。
第3節　技術進歩に関する意味論
　技術という言葉は、少なくとも日本語においては、最も頻繁に使われる言葉の一つであ
る。しかし、（あるいはそうであるがゆえに）その意味は暖昧である。技術という概念は
17世紀に登場したといわれている。しかし、本格的に使われるようになったのは18世紀
中ごろに始まった産業革命以降である。だが技術進歩という日本語の熟語に対応する英語
の熟語は、Technical　changeとTechnological　changeが代表的であ糺これら2つの英熟
語は同義とみなされていると思われる。しかし、それはある意味で奇妙である。Tech－
nica1は、Techniqueから派生した言葉であり、TechnologicalはTechnologyから派生した
言葉であることに異論はないだろう。ところが、TechniqueとTechno1o駆は、関連すると
はいえ、意味が大きく異なる。Techniqueは個々の具体的な技能を意味するのに対し、
Technologyは様々な技能の体系といったニュアンスがある。また、Technologyは科学的
知識の（特に工業への）応用というニュアンスが濃厚であるのに対し、Techniqueは・一
般的には、科学とは関係なく使われることが多い。楽器の演奏のテクニックといった場合
を考えれば分かるだろう。
9）So1ow論文よりAbr㎝ovi屹（1956）の方が早く発表されている。さらに、Ti皿berg㎝（ユ941）がは
るかに先行している。しかし、Tinbergen論文はドイツ語で書かれていたため・ほとんど知られてい
なかった。1961年に、ティンバーゲンの論文集が編纂され、この論文の英語訳が含まれてい乱
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　またInVentionとImOVationもかなりよく使われる。前者はInVent、後者はInnoVateと
いう動詞の名詞形である。英々辞書あるいは英和辞書を見ると、この二つの言葉は、独立
したものだが、その意味はほとんど同じで、「従来存在していなかった物や考え方を導入
する」ということである。したがって、Technicalchange，Technicalprogress，
Techno1ogicalchange，Technological　Progress，Invenゼon，Innovahonなどは、基本的に同義
とみなしてもよいだろう’〔］〕。Techno1ogyという言葉の語源はギリシャ語のTechne（技術）
とLogos（論理）の合成にある。
第4節　技術進歩論序説
　4．1　経済成長の「定型化された」事実
　経済成長理論の展開にとって」つの基礎となったのはKaldor（1958）の6つの「定型化
された」事実がある。その概要は次の通りである。
　　（1）実質GNPも、労働者1人当たりGNPもほぼ一定の率で上昇し続けた。
　　（2）労働者1人当たりの資本ストックが、ほぼ」定の率で上昇し続けた。
　　（3〕資本の利潤率はほぼ一定であった。
　　（4〕資本一産出比率はほぼ一定だった。
　　（5）資本分配率と投資係数（投資／GNP）の間に正の相関関係がある。
　　（6）実質GNPと労働者1人あたりの実質GNP増加率は国によってばらつきがある。
これらのうち、（1）、（2）、（6）は、技術進歩の存在がないと説明できない、と考えられてい
る。
　4．2技術進歩の分類学
　（1）外生的技術進歩と内生的技術進歩
　外生的とは技術進歩があたかも「天から降ってくるマナ’’j」のように想定するという意
味である。つまり、技術進歩が何故、どのようなメカニズムで生じるのかを説明しないと
いうことである。これはもちろん意図的にそうしているわけではなく、技術進歩の発生メ
カニズムを解明することが極めて難しいため、やむをえず、外生扱いにしたということで
ある。
　しかし、技術進歩を内生化する試みは、1960年代に早くも始まっている。
10）　ただし・明確に使い分ける例もある。たとえば、Metcalfe（1987）によると、Technical　changeは
　Invention，Imovation，Diffusionの3段階に分けられるという。Inventionは、新製品や新しい製造方法
　の発見ないし開発、Imovati㎝は、Inventionを商業べ一スにのせること、D伽sionはImovationが経
　済環境に普及することを意味する。
11）Mamaとは、神がイスラエルに40年問砂漠で暮らしていた人々与えた食べ物を意味する（聖書の
　なかに出てくる話）。
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　（2）体化された技術進歩と体化されない技術進歩
　技術進歩が資本または労働の「質」ないし「性能」の向上という形をとる場合、その技
術進歩は体化されたという。そうでない技術進歩は体化されないと呼ぶ。実際に起こる技
術進歩は、ほぼ全て体化されたものと考えてよいだろう’1〕。
　（3）中立性による分類
　ある技術進歩が「中立的」だという場合、その定義に関しては、必ずしもコンセンサス
が成立しているわけではない。「中立性」に関する最も包括的な分析は、Sato　and
Beckman（1968）である。彼らは、14種類の中立性を定義している。それらは、①ヒッ
クス中立、②ハロッド中立、③ソロー中立、④労働結合的中立、⑤資本結合的中立、⑥準
ヒックス的中立I、⑦準ヒックス的中立H、⑧資本付加的中立、⑨労働付加的中立、⑩一
般化ヒックス中立、⑪一般化ハロッド中立、⑫一般化ソロー中立、⑬一般化準ヒックス中
立、⑭生産要素拡大的中立である。
　これらのうち、①～③は最もよく知られている。また、①～⑨は、技術進歩の緒果が要
素分配率に影響を及ぼさないという共通点があり、⑩～⑭は技術進歩の結果が要素間にお
ける代替の弾力性に影響を及ぼさないという共通点がある。
　中立性に関しては、別な機会に分析するので、ここでは、これ以上追及しない。
第5節　結論
　本稿の執筆を進めるなかで、技術進歩という概念の分析が予想をはるかに上回って研究
範囲が広く、非常に複雑であることに気付いた。そこで、主要な論点を整理することを最
優先にした。本稿がこの目的をどの程度達成しているかは、読者の忌悼のない批判をまち
たい。もちろん、不十分な点を補うべく、本稿の続編「技術進歩とレオンティエフ逆説
（Part5）」の準備にかかりたい。
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Appendix　文献案内
　　ここでは、技術進歩に関連する文献案内を提供し、読者の便宜を図りたい。技術進歩に
多少とも関連する文献の案内である。ただし、網羅的なものではない。
　　Liu－Premus（2000）は経済成長論に関する文献解題であり、1950～1997年を対象にし
ている。これを読めば、このAppendixは不要かもしれない。しかし、次の3点でLiu－
Premusと筆者の文献案内は異なる。第1に、対象となる年代がより広い。1950年以前と
1998年～直近（2003年）を含む。第2に、技術進歩に焦点を絞っている。第3に、日本語
の文献を含む。
　　［リーディングスコ
　　技術進歩に特化したリーディングス’引としては、Hulten－Dean－Harper（2001），
13）　最初の2冊は、NBERのコンファレンス議事録なので、厳密にはリーディングスとはいえない。
　Readingsとは、特定のテーマに関して過去に発表された論文から優れたものを選んで編集したもの
　である。
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Kendrick－Baccara（1980），Mans丘e1d－Mansield（！993），Rosenberg（1971），Wolff（！997）
がある。
　経済成長論に関するリーディングスとしては、森嶋・伊藤（1970）、Hahn（1971），㎜ng
（1994），Solow（2001），Stiglitz－Uzawa（ユ969）等がある。ただし、これらの文献の間では
重複がかなりある。
　［論文集・専門書ω］
　技術進歩に特化した文献としては、根岸（1989）、山口（1982）、Abramovitz（1989），
Binswanger－Ruttan（1978），Brown　（ユ968），Domar（1957），（1998），Gri1iches（1998），
Jorgenson（1995），Salter（1966），Sato（1996），（1999），Puu　and　Wibe（1980）等がある。
次に、経済成長論に関しては、天野（1964）、（1981）、荒（1969）、（1987）、木村（1969）、
佐藤（1968）、和田（1975）、Grossman－Helpman（1993），Harrod（1949），Hicks（1965）な
どがある。
　さらに生産の理論に関連したものとして、江崎（1977）、黒田（1984）、（1989）、佐藤
（1975）、渡部（1970）、Brown（1967），Heathie1d　and　Wibe（1987），Shephard（1953），
（1970）などがある。
　［教科書］刊］
　足立（1982）、（1994）、稲田・宇沢（1972）、安場（1980）、刈1en（1962），Jones（1998），
Meade（1961），Solow（2000）等がある。しかし、いずれも技術進歩プロパーではなく、
経済成長論やマクロ経済学の教科書である。ちなみにSolowの本は第2版で、1970年に出
版された第1版と内容が大きく異なる。
　［展望論文］
　天野（1968）・石渡（1971）・小泉（1968）、辻村・渡部（1966）、Hahn－Mathew（1964），
Kennedy－Thir1wal1（1972），Mundlak（1963），Nerlove（1967），Rogers（2003），Wa1ters
（1963）などがある・これらは全て技術進歩に触れている。特に石渡とKemedγThir1wa1l
は技術進歩に特化している。
　［経済学辞典］
　ここでは、英文のJohn　Ea肺e11，Murray　Milgrate　and　Peter　Newman（eds．）〃召ルω
肋伽ωθ二λ〃c伽〃岬〆Eco〃o〃cs，London：Macminan（初版は1987年であるが、1991年
に訂正（改訂ではない）版が、1998年にぺ一パー・バック版が出ている）と邦文の熊谷
14）　ここでいう論文集とは、特定の著者（複数の場合も含む）が過去に発表した論文を集めたもので
　ある。尊門書とは、主に経済学者を読者として想定しているオリジナリティーをもつ業績といったも
　のである。主として学生向けの教科書とは異なる。また専門書の中には論文集のコレクション（加
　筆・訂正を含むのが普通だが）の形をとることが多い。そこで、これらを一緒にまとめた。
15）　教科書と専門書の区別を明確にできるとは限らない。ここでは、明らかに教科書とみなせるもの
　だけを集めた。
尚夫・篠原三代平（編）『経済学大辞典』（東洋経済新報社、1980年）のみをとりあげる。
いずれも古すぎる感があるが、現在のところ最も優れた辞典である。
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